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第 1 節，第 2 節では，江政権と胡政権が直面していた経済政策上の諸課題と
それらへの対応を分析し，両政権期の改革・開放の潮流を描出したい。つぎに
第 3 節では，胡政権期末頃までに顕在化してきた中長期的経済課題を整理し，
第 4 節では，習政権への過渡期の計画ともいえる第 12 次 5 カ年長期計画（2011
～2015 年）の概要と，次期政権を意識しつつ展開された政策論議とその意味に



















理が冷え込み，外資流入も激減したことで，経済成長率は 1989 年 4.2%，1990
年 4.1%と改革・開放開始以来最低水準となったが，各分野での改革がストッ
プしたことがこれに追い討ちをかける格好となった。停滞を打破したのが南巡




















1997 年 2 月に鄧小平は死去したが，第 15 回党大会（同年 9 月）で「鄧小平
理論」が党の「指導思想」となり，江は鄧の旗を掲げつつ改革を推進すること
































































































には 2010 年時点で 3.7 倍近い格差が存在していることに留意が必要だ。




















































































この点について，江政権期に制定された第 10 次 5 カ年計画（2001～2005 年，









































































































































































































まず，国内の成果だが，第 1 に，GDPが総額だけでなく，1 人当たり額で約
5400 ドル（2011 年）と大きく増加した。第 2 に，地域間格差の拡大が止まり，
都市・農村間格差拡大も，1 人当たり所得格差は 2009 年に 3.33 倍を記録した
後やや縮小し，2011 年は 3.12 倍と改善の兆しがみえる。第 3 に，社会保障制
度の整備が進み，都市部基本養老保険（基本年金に相当）に 2 億 5700 万人が加
入し，これまで制度が存在しなかった農村部にも医療保険・年金保険が普及し
つつある。2010 年 10 月には「社会保険法」が制定され中国版国民皆保険がめ
ざされることになった。第 4 に，国民の不満が大きかった住宅問題でも，低収
























相手国の多角化が進み，また，対外直接投資額も 2011 年に 746 億 5000 万ド
























事委員会主席に 2 年間留任した（換言すれば，胡の同主席就任は総書記就任 2 年
後にずれ込んだ）ことで，江からの干渉を排除しにくい状態が続いた。江の意
向に反して独自の政策を打ち出すことは難しかったといえる。加えて，胡政権








済運営を行っていた。ところが，世界経済危機に遭遇するや，2008 年 11 月に































いて 2002 年を 100 として 2008 年と 2009 年の値を指数化すると，4 兆元投資
30
のなかった 2008 年は 211.4：265.4 だったのに対し，同投資が本格化した 2009
年には 224.6：519.3 であった。「銀行貸出額が 2008 年以降も発電量と同じペー
スで増加した」と仮定した場合と現実の貸出額との差は，2009 年単年度だけ
で 4 兆 3858 億元（2009 年為替レートで約 60 兆 855 億円），2009～2012 年累計で
は 7 兆 6592 億元（2012 年レートで約 96 兆 9000 億円）であり，巨額の投資が（実









第 2 の問題は，政府部門の過剰債務である。2013 年 6 月に中国の会計検査
院（中国語：審計署）が中央財政と地方財政を洗いなおした検査結果を表 1 −
3 に示した。2013 年 6 月末時点の中央政府債務は 9 兆 8129 億 4800 万元，地方
政府債務は 10 兆 8859 億 1700 万元で合計 20 兆 6988 億 6500 万元（同年GDPの
36.4%）である。これに偶発債務（７）を加えた債務合計は，前者が 12 兆 3841 億
400 万元，後者が 17 兆 8908 億 6600 万元で合計 30 兆 2749 億 7000 万元（同前
53.2%）に達している。
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これを 2013 年のGDPに当てはめると 28 兆 4000 億元，同年末の銀行による人






1 − 6 は，近年における各種物価指標の推移を示したものである。2008 年，













































１．第 12 次 5 カ年長期計画
胡政権は，11･5 長期計画の反省に立って，上記した政策意図をより前面に
押し出した第 12 次 5 カ年長期計画（2011～2015 年，以下「12･5 長期計画」）を








策について紹介しておきたい。12･5 長期計画は独立した 1 章（第 10 章）とし
て 7 大戦略性新興産業の育成発展を明記した。具体的には⑴省エネ・環境産業，
⑵次世代情報産業，⑶バイオ産業，⑷ハイエンド装置製造産業，⑸新エネルギ





これら 7 産業のGDP比率を現状の 5%程度から 8%に高めるとの目標が明記さ







行が 2007 年に提起した「中所得国の罠」（World Bank 2007）という観点である。





指　　　標 2015 年目標値 変化率 目標属性
経済成長・構造 GDP総額（兆元）・増加率（%） 55.8 年率：7.0 所期性
GDP中サービス業比率（%） 47 ５年間：4.0 所期性
都市化率（%） 51.5 ５年間：4.0 所期性
人口・資源・環境 総人口（万人） ＜ 139,000 年率：＜ 0.72 拘束性
GDP単位当たり省エネ率（%） ５年間：16.0 拘束性
GDP単位当たりCO2 削減率（%） ５年間：17.0 拘束性
森林被覆率（%） 21.66 ５年間：1.3 拘束性
公共サービス・生活 都市部新規雇用数（万人） 5 年間：4500 所期性
都市住民 1 人当たり可処分所得（元） 26,810 年率：＞ 7.0 所期性
農村住民 1 人当たり純収入（元） 8,310 年率：＞ 7.0 所期性
都市部登録失業率（%） ＜ 5.0 所期性
都市部職工基本年金加入者数（億人） 3.6 5 年間：1.0 拘束性














































家庭」（双方の老親 4 人，夫婦 2 人，子供 1 人）が当たり前になる趨勢下で，高
齢者をサポートする社会的制度の確立は必須である。もっとも，胡政権は，国
民を広範にカバーする年金制度，医療保険制度に取り組んできた。初の本格的












統計公報や関連報道に基づき，2014 年のマクロ経済指標を表 1 − 5 に整理
38















































































ーでみると，都市住民 1 人当たり可処分所得 6.8%増に対し，農民 1 人当たり
純収入 9.2%増と都市を上回っている。




0.06 縮小して 2.75 倍となっており，ジニ係数も 0.469 と依然として高いものの，






















⑸　2011 年 9 月頃から広東省汕尾市の県級市陸豊市烏坎村で発生した事件。土地開発を
めぐる村民の直接抗議を発端として，村民が当時の村民委員会委員を罷免。騒動は上級
政府である広東省政府が介入し，2012 年 2 月に再選挙による村民委員選出が実施され
た。
40
⑹　当時，広東省委員会書記であった汪洋は，習政権で党中央政治局員に昇格し，2014
年 3 月の全国人民代表大会における記者会見で，烏坎村村民の要求は正当なものであっ
たとしたうえで，「（その後のやり直し選挙は）村民委員会組織法，広東省村民委員会選
挙弁法に基づいて合法的に実施された（その意味で問題はなかった）」と評価している
（http://hk.crntt.com/doc/1020/3/0/9/102030996.html?coluid=93&kindid=7490&docid=
102030996&mdate=0306001537）。
⑺　ここでいう偶発債務は，「政府保証債務＝債務者が債務償還困難となった場合，政府
が担保責任を履行しなければならない債務」と「政府救済債務＝債務者が債務償還困難
となった場合，政府が一定の救済責任を引き受ける可能性がある債務」からなる。
⑻　津上（2014, 19-22）もこの問題点を指摘している。
⑼　消費者物価統計に関する筆者の疑念はここでは再度述べない。
